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22．総務委員会

委員長　仁　尾　　正　記

1．定期学術集会運営委託業者について
　第 118 回（平成 30 年 4 月開催）と第 119 回（平成 31 年 4 月開催）の定期学術集会の運営委託業者につ
いては，過去の委託実績を持つ 3 社を対象とし，企画書および見積書を取寄せた上で，過去の会頭からの
実績報告書なども参考に，プレゼンテーションを経て決定し，理事会決議を得た．

2．定期学術集会の運営方法について
　定期学術集会の運営にあたり，前例にない事項については，会頭からの諮問を受けて本委員会が逐次審
査して，検討・確認の上で，実施の有無を決定することになっており，第 117 回定期学術集会の運営にあ
たっても，そのとおりに対応した．

3．事務局について
　新たに顧問契約を交わした「社会保険労務士法人・行政書士タジマ事務所」の指導を受けて，職員の就
業規則類を最新の法令などに則して全面的に見直した．
　また，今後の業務の拡大に備えて，平成 29 年度中に 1 名の職員を新規雇用の予定とした．

4．事務所会議室の貸与について
　他学会・研究会などに事務所の会議室を貸与しているが（1時間当り5,000円），平成28年度は日本消化
器病学会，日本消化管学会，日本胆道学会，日本小児外科学会，日本食道学会，日本肝胆膵外科学会，日
本人工臓器学会，および各種厚生労働科学研究班会議など，延べ 39 件の申込みがあった．
　なお，事務所が入っている世界貿易センタービルの建替え工事計画が進んでいるため，現時点では詳細
未定であるものの，平成 29 年 9 月以降の会議室貸与の受付は一旦中止としている．

23．将来計画委員会

委員長　森　　　　正　樹

　従来は理事会の諮問機関という位置付けの委員会であったが，種々の問題に対して能動的に取り組む委
員会にリニューアルとなった（→委員会内規も変更）．
　そこで，まずは「初期臨床研修における外科必修化の復活」「外科医の適正数の調査」「外科医のインセ
ンティブの付与」「学術集会の在り方（二階建・三階建との連携を含む）」の 4 つの重要課題に取り組むこ
ととし，それぞれを担当するワーキンググループ（WG）を設置して，個別に検討してもらった上で，平
成 29 年度中に答申してもらうこととした．各 WG のリーダーは次のとおりである．

「外科必修化の復活」WG：土岐祐一郎理事（リーダー）
「外科医の適正数の調査」WG：海野倫明理事（リーダー）
「外科医のインセンティブ」WG：國土典宏次期会頭（リーダー）
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「学術集会の在り方」WG：山下啓子代議員（リーダー）

24．選挙管理・選挙制度検討委員会

委員長　田　口　　智　章

1．役員・代議員選任規則第 28 条に従い，平成 28 年 2 月 16 日に今期の代議員を選任した．
2．平成 24（2012）年度より，本会の事業年度の終わりが毎年 2 月末日から 1 月末日へと変更となったが，

定款第5条に「代議員選挙は2月に実施する」旨が定められているため，代議員選挙の公告から当選者
の決定まで，事業年度を跨ぐことになってしまう．そこで，日程をすべて 1 ヵ月前倒しして，同条文を

「代議員選挙は 1 月に実施する」旨に変更することで，当該事業年度中に代議員選挙が終わるようにす
ることを持ち回り委員会で決議し，理事会に答申した（→理事会決議後，定款委員会に申し送り）．
　また，財務委員会からの指摘を受け，経費削減のために次回の代議員選挙から有権者名簿（第 1・2
次）を冊子体として印刷・郵送することをやめて，ホームページへの掲載だけにとどめることとした．
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Ⅴ．その他（加盟団体）

25．外科関連学会協議会

座長　松　居　　喜　郎

　平成 17 年 5 月に日本病理学会と共同で策定した「患者の病理検体（生検・細胞診・手術標本）の取扱い
指針」（次頁）に基づく包括同意のとり方などについて照会を受けたので，まずは本会の倫理委員会で審議
してもらった．
　そして，本会の倫理委員会からの答申を受けて，同指針は平成17年に策定されたものなので，個人情報
の取扱いなどは，文部科学省と厚生労働省による「人を対象とする医学研究に関する倫理指針」を遵守す
べきである旨を回答した．
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